
　　　第６５期　決算公告

令和３年６月２９日

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流　動　資　産 1,473,395 流　動　負　債 499,417

現金 及び 預金 730,199 買　  掛  　金 4,353

売 　 掛　  金 398,343

商　　    　品 1,208

未成業務支出金 194,813 リ ー ス 債 務 55,822

貯  　蔵　  品 87,437 未  　払　  金 218,405

前　  払　  金 55,455 未  払  費  用 68,047

前  払  費  用 685 未払法人税等 23,663

未　  収  　金 237 未払消費税等 41,670

そ    の    他 7,117 前  　受  　金 182

貸 倒 引 当 金 △ 2,103 預　  り  　金 5,202

そ    の    他 2,069

固　定　資　産 1,408,346 固　定　負　債 1,275,491

有形固定資産 1,214,577 　　長 期 借 入 金 520,000

建　　    　物 70,670 リ ー ス 債 務 300,000

構    築　  物 6,222 退職給付引当金 394,860

機械 及び 装置 4,238 航空機修繕引当金 36,200

航 　 空　  機 534,206 繰延税金負債 22,981

車 両 運 搬 具 143 そ    の    他 1,449

工具、器具及び備品 34,102 負　債　合　計 1,774,908

土　    　　地 0

リ ー ス 資 産 363,125 （純 資 産 の 部）

建 設 仮 勘 定 201,868 株　主　資　本 1,059,105

資　  本　  金 60,000

無形固定資産 1,258

電 話 加 入 権 1,258 利益剰余金 999,105

利 益 準 備 金 15,000

投資その他の資産 192,509 その他利益剰余金 984,105

投資有価証券 109,865 別 途 積 立 金 150,000

敷金及び保証金 82,312 繰越利益剰余金 834,105

    そ    の    他 331

評価･換算差額等 47,727

その他有価証券評価差額金 47,727

純 資 産 合 計 1,106,832

資　産　合　計 2,881,741 負債及び純資産合計 2,881,741

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　 借 　対 　照 　表
（令和３年３月３１日現在）

（単位：千円）

　  １年内返済予定の
　  長期借入金

80,000

高松市兵庫町８番地１

四国航空株式会社

取締役社長 片岡佳英



個 別 注 記 表 

令和 ２年４月 １日から 

令和 ３年３月３１日まで 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 

     イ．時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は個別法により算定しております。） 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     イ．商品・仕掛品 …… 個別法による原価法 

     ロ．貯  蔵  品 …… 最終仕入原価法 

                  ただし、航空機用部品は移動平均法による原価法 

     なお、収益性の低下した商品については帳簿価額を切下げの方法により算定。 

２．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有 形 固 定 資 産 …… 定額法 

                  法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法 

 （２）リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

（リース期間を耐用年数とし、リース満了時の買取価額を残存価

額とする定額法） 

 （３）無 形 固 定 資 産 …… 定額法 

 ３．引当金の計上基準 

 （１）貸 倒 引 当 金 …… 金銭債権の貸倒れに備えるため、一般債権については法定繰入率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 （２）退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に

基づき計上しております。 

 （３）航空機修繕引当金 …… 後年度に発生する航空機の重整備の支出に備えるため、整備費用

の見積額を基準とする額を計上しております。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 …… 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、定率法を採用しておりましたが、当会計年

度より定額法に変更しております。 

 当社の有形固定資産の使用実態を検証した結果、定額法による減価償却の方法を採用する方が会社  

の実態をより適切に反映させることができると判断したことや、今後、経年によるヘリコプターの機

体更新が見込まれることから、取得原価を耐用年数にわたって均等配分することで費用と収益の対応

を図ることが、より適切であると判断したことによるものであります。 

 この変更により、当会計年度の減価償却費が１４０百万円減少し、営業利益及び経常利益が１４０

百万円、税引前当期純利益も１４０百万円増加しております。 



Ⅲ．当期純損益 

     当期純利益        120,127 千円 


